
構造改革特別区域計画書 
 
 

１  構造改革特別区域計画の作成主体の名称 
      長野県上高井郡小布施町 
 
２  構造改革特別区域の名称 
      信州おぶせ緑のかけ橋特区 
 
３  構造改革特別区域の範囲 
      長野県上高井郡小布施町の全域 
 
４  構造改革特別区域の特性 
      小布施町は長野県の北部、通称善光寺平の北東部に位置し、東西 5.7km、
南北 4.8km、総面積は 19.07ｋ㎡で、役場を中心に半径２kmの円内に全て
の集落が入る小さな町である。 
土地は松川扇状地の洪積層と千曲川流域の沖積層からなり、町の南東部
が高く北西部に緩やかに傾斜している。千曲川と平行して走る国道18号線、
高速道路側道、国道 403 号線、北信濃くだもの街道などが重要な幹線とな
っている。上信越自動車道須坂長野東ＩＣ・信州中野ＩＣの開通や長野新
幹線の開通により、首都圏をはじめ全国各地との距離が急速に短縮した。 

 
      小布施町の農業は、雨が少なく昼夜・年間の寒暖の温度差が大きい中央
高地型の内陸性気候であり、これに適した果樹（りんご・ぶどう・桃・栗・
梨等）が主力に栽培されている。 

      しかし、近年の外国産農産物の輸入増加や景気の低迷による消費の減退
併せて農業従事者の減少と高齢化が進む中で、平成 12 年の耕作放棄地は
25.3ha であり、町内の経営耕地に占める割合は 3.2％であった。平成７年
調査の 14.3ha、1.7％と比較するとそれぞれ増えてきており、今後も増える
ものと予測される。 

       
      遊休荒廃農地の増加は、雑草の繁茂、病害虫の発生源となることなどに

より近隣農地へ悪影響を及ぼし、農地の集団的利用の阻害要因になるなど、
農業経営の現場から様々な問題を巻き起こしている。 

       



また、豊な田園風景の景観を損ね、農村地域から活力を奪い、食糧の安
定供給や国土保全の観点からも大きな懸念材料となり、その発生防止と解
消・有効活用は緊急の課題となっている。 

 
      農業従事者の高齢化や兼業化により、今後担い手農家が減少すると予測
される中、地域農業の活性化や農村地域の個性ある発展を図るために、遊
休農地の解消は大きな課題であるが、担い手農家への利用集積だけでは限
界があり、都市消費者の活用や新規就農者の確保など多様な担い手農家の
新たな参入による農地の保全と有効活用を図っていくことが重要である。 

 
      小布施町には、江戸時代の浮世絵師「葛飾北斎」の肉筆画を展示した北
斎館をはじめとする数多くの美術館や博物館があり、また先進的なまちづ
くりや街並み整備等により、県内外から年間 120 万人を越える人たちが訪
れている。これらの消費者を「農業」の分野へも引き付け、農産物販路拡
大による所得の向上及び地域の活性化を図るための施策を講ずる必要があ
る。このため、農作業体験や農村体験、※おすそわけ農園及び農産物加工
体験等数多くの体験メニューを用意し、通過型体験農業から宿泊の伴う滞
在型体験農業を推進し、生産者と消費者の交流による地域の活性化を目指
していく。農家に泊ることにより、さらに深い交流ができるものと期待さ
れ、小布施人との親戚付き合いを進めていく。 

      体験農園や交流農園、おすそわけ農園等消費者自らが体験し、地元農家
と交流できるシステムを構築する。また、消費者が農地の権利を取得し、
通年にわたり水稲や野菜、果物などを自ら栽培することも交流事業の一環
として推進する。 

 
      農業・農村という豊かで恵まれた地域資源の中から“にぎわい”と“交

流”を生み出すことによって、小布施町の集客産業（ビジターズ・インダ
ストリー）の更なる発展を目指すものとする。 

        
 ※おすそわけ農園 

          希望する消費者をりんごやぶどうの樹のオーナーとして登録し、農作業を 
体験する。秋には収穫された農産物を農家からおすそわけする制度。 

 
 
 



５  構造改革特別区域計画の意義 
      小布施町において今後農業振興を進める上で、農産物の消費拡大、遊休
荒廃地の解消及び発生の未然防止は重要な課題である。 
まず、農産物の消費拡大を図るためには都市消費者との様々な交流が不
可欠であると考えており、生産者と消費者との宿泊を伴う滞在型交流によ
り地域の活性化を目指すために農家民宿を推進する。 
全国的にも都市と農村が双方で行き交うライフスタイルが広く浸透しつ
つあり、農家民宿により、農作業体験や加工体験、満天の星空の下での夜
なべ談義や自分で収穫した新鮮な朝採り野菜を使った朝食、虫捕り、魚釣
りなど「地産地消」「スローフード」の取り組みなど日常生活では体験でき
ないことが可能となり、農業農村及び農産物への理解が一層深まるものと
期待される。 

      また、近年消費者の安全で安心な農産物生産への期待が高まる中、生産
地の土づくりや減農薬への取り組み、循環型農法の推進などを消費者との
交流を進める中で積極的にＰＲし、消費者の理解を得る中で有利販売を目
指し、農産物の消費拡大につなげる。 

      次に、遊休荒廃農地の解消及び発生の未然防止については、農業委員会
を中心とした遊休荒廃農地調査と所有者の意向調査を参考に農地の流動化
を推進するものであるが、既存の農家に農地を集積するのは限界があるの
も事実である。 

      このため、農業体験を通じ、農業に対し意欲的な人や、定年等で時間的
余裕があり新たに少しの農地から農業を始めたい人、自家菜園等を行ない
たい人が農地の権利を取得し、耕作することにより遊休荒廃農地が解消さ
れ、地元農家との交流が推進されると共に地域農業の振興が図られる。 

 
６  構造改革特別区域計画の目標 
      小布施町には多くの人たち(年間約 120万人)が訪れているが、通過型観光
地であるため、観光客と農業との接点が少ない。りんごやぶどうのもぎ取
りや農産物の直売所程度である。農業や農村、農産物への理解を高めても
らうためには、長い時間小布施町に滞在してもらうことが必要であり、こ
のために農家に泊り農作業体験などが出来る数多くの体験メニューを用意
し、滞在型の交流事業を進めていく。 

      長い時間滞在するには当然宿泊を伴う場合があるが、当町には宿泊施設
が少ない(４施設・14部屋)ため、農家での民宿を進めていくものである。 

      農家に泊り農作業体験や農産物加工体験、夜なべ談義や野菜の朝採り体



験、「スローフード」「スローライフ」の体験などホテルや旅館ではできな
いことを体験することが可能になる。現在の農業生産や出荷・販売体制の
構造改革を進めるものである。 
長野県下 118市町村の中で面積が 19.07ｋ㎡と一番小さい小布施町は、果

樹栽培が農地の７割以上を占めており、樹園地率が長野県 1 位である。地
形は平地で果樹に適した内陸性の気候であり、土地基盤整備や集出荷場の
整備統合、防霜ファンの設置、薬液調合施設の整備等々により農業生産の
安定が図られてきた。 
しかし、現在の農業を取り巻く環境は小布施町も例外でなく、年々厳し

さを増している。小布施町の遊休荒廃農地は 25.3haで、農地に占める割合
は 3.2％である。（平成 12年農林業センサス） 遊休荒廃農地の発生割合は、恵ま
れた立地条件もあり県下でも低い地域であるが、増加傾向は続いている。
遊休荒廃農地面積の発生が少ない内に対策を講じることが重要であり、現
在の発生面積が「相当程度」と認識している。 
今回の申請により、農家と非農家が共存共栄できる農村社会を目指し、
代々家族に受け継がれてきた農地の利用増進と、農業経営の構造改革を進
めるものである。 

 
 
（１）構造改革特別区域法の特例措置を適用し、農家民宿における簡易な消防

用設備等の設置については、平成１５年３月２６日付け消防予第９０号消
防庁予防課長通知で定めるガイドラインが適用され、民宿に取り組む農家
が増え、都市消費者と滞在型の交流がさらに進むものと期待される。 

      リピーターや小布施ファンを増やし、親戚付き合いを目指していく。 
 
（２）都市消費者と農村の交流事業の実施により、地域住民や農地所有者が指
導者として体験者（都市消費者）及び新規就農者と交流する機会が増え農
産物の消費拡大に結びつき、これにより担い手農家の育成と地域の活性化
につなげていく。 
また、安全で安心な農産物生産のための減農薬・減化学肥料への取り組
みを、消費者に積極的にＰＲしていく。 
◎受け入れ体験メニュー   

        ●農業体験 
            く  り  栗拾い 

りんご  摘果・袋かけ・葉つみ・収穫 



              ぶどう  房切り・摘粒・袋かけ・収穫 
              も  も  摘蕾・袋かけ・収穫 
                米    田植え・稲刈り・脱穀 
        ●加工(郷土料理)体験 
              栗菓子加工・ジャム加工・漬け物・おやき・アップルパイ等 
        ●農村体験 

        押し花・わら細工・竹細工・木工・魚釣り・町内散策等        等々 
 
（３）農業体験や農産加工体験・農村体験等を通じ、多くの都市消費者が農村
へ訪れることにより、地元住民の農業生産に対する意欲が高まることが期
待され、遊休農地を活用したホビー的な農業者や新規就農者の確保を目指
していく。 

 
（４）構造改革特別区域法の特例措置を適用し、農地の権利取得に際する下限

面積要件の特例設定基準の弾力化による農地の利用増進により、新たに農
業に取り組む人や自家菜園を行う人が増え、遊休荒廃農地の解消や今後発
生が予想される農地を未然に防ぐとともに、農業への理解が高まるものと
期待される。 

 
７  構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効 
果 

（１）都市消費者との交流促進 
      農作業体験やおすそわけ農園、農産加工体験等を行い、通過型農業体験
から宿泊を伴う滞在型農業体験が可能なメニューを用意する。これにより
都市消費者が農村に滞在し、農業農村への理解を深めるとともに地元農産
物の消費拡大など、新たな販路開拓につながり、やる気のある担い手農家
や新規就農者の確保が図れる。 

      また、農業・商業・観光等がそれぞれの分野で連携し、互いの相乗効果
を高める６次産業（総合産業）の推進につなげる。 

      消費者との交流を新しい『小布施方式』として定着させ、小布施人と親
戚付き合いをするファンやリピーターを確保し、「小布施町の農産物なら安
全で安心」として購入してくれる消費者を増やしていく。 

      ◎交流者数  現状 200人 → 目標…平成 20年度 2,000人 
◎農家民宿  現状 0戸(希望農家 10戸) → 目標…平成 20年度 50戸 
 



◎事業効果 
●消費者から消費者へ口コミ宣伝による評価の高まり 

        ●スローフード・スローライフへの理解 
●朝採り野菜の栽培面積の増加（遊休農地の活用） 

            アスパラガス 1.6㌶→2.5㌶   その他野菜 0.9㌶→2.5㌶ 
        ●農産物の販路拡大 

贈答・宅配の増加が見込める 
              りんご 1,900 ｹｰｽ→3,200 ｹｰｽ  ぶどう 150 ｹｰｽ→450 ｹｰｽ 
              も  も   450 ｹｰｽ→ 900 ｹｰｽ 
            ＪＡ共選所等出荷と比較し、りんご 3,025千円、ぶどう 412 千円

桃 756千円の所得増加が見込める。 
        ●宿泊料の収入増加 
            交流者数 目標 2,000人の半数 1,000人が宿泊すると予想し、１人

＠1,000円で 1,000,000円の収入増加 
 
（２）安全で安心な農産物の生産 
      安全で安心な農産物に対する消費者の期待は高まっており、微生物を利
用した土づくりや性フェロモン剤を使った減農薬農法の推進など、町内農
家の安全な農産物生産への意識が高まり、生産者の顔が見える安全で安心
な農産物を消費者へ提供する体制が整備される。新規就農者にもこの取り
組みを広め、小布施町農産物の安心安全ブランドを確立する。 

      ◎性フェロモン剤設置面積 
         りんご （現状） 133.3㌶ → （目標…平成 20年度） 256.0㌶ 
           桃   （ 〃 ）  40.0㌶ → （         〃      ）  64.0㌶ 
           梨   （ 〃 ）   4.3㌶ → （         〃      ）  16.0㌶ 
 
（３）女性や高齢者の社会参画の推進 
      生産者であり消費者である女性の視点から農作業体験や加工体験の指導、
高齢者の持つ熟練した技を生かした農村体験指導など、都市消費者との交
流により女性と高齢者のやりがいと生きがいにつながり、女性と高齢者の
社会参画によるまちづくりが推進される。 

 
（４）遊休荒廃農地の解消 
      農地取得後の下限面積を 50㌃から 10㌃に設定することにより、新たに
農業に取り組む人や自家菜園等を希望する人が増え、遊休荒廃農地の解消



や発生が予測さる農地を未然に防ぐことにつながる。 
◎事業効果 
●遊休荒廃農地の解消  現状 25.3㌶ → 目標…平成 20年度 15.0㌶ 

        ●新規就農者の増加    現状   0戸 → 目標…平成 20年度   50戸 
●非農家の「農業」への理解の高まり 

        ●消費者との交流の推進 
 
８  特定事業の名称 
    ①４０７    農家民宿における簡易な消防用設備等の容認事業 
    ②１００６  農地の権利取得後の下限面積要件の特例設定基準の弾力化に

よる農地の利用増進事業 
 
９  構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事 
業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体 
が必要と認める事項 
○都市農村交流事業 
    農産物の消費拡大や販路開拓につなげるため、都市消費者との交流を積
極的に進める。消費者との交流を新しい「小布施方式」として定着させ、
小布施人と親戚付き合いをするファンやリピーターを確保し、「小布施町の
農産物なら安全で安心」として購入してくれる消費者を増やしていく。こ
のために農家に宿泊し、泊らなければ出来ない体験(夜なべ仕事や夜なべ談
義、新鮮な朝採り野菜を使った朝食づくり等)や農作業体験、農村体験など
を行い、農業や農産物への理解を深めていくと共に、今回農地取得の規制
を緩和し、消費者が農地の権利を取得することにより、何度も小布施町を
訪れることになり、新たな交流が推進される。 
また、農業のみでなく小布施町にある数多くの観光資源や文化財、食文
化等も体験の中に取り入れ、町全体の集客産業(ビジターズ・インダストリ
ー)として位置づけていく。 

 
  ○経営構造対策事業 
      都市消費者と農家との交流を進め、農業農村への理解を得る中で、農産
物の消費拡大につなげていく。このため、体験交流施設及び工芸作業施設、
農産物加工施設を整備する。  

 
 



  ○環境にやさしい農業の推進 
      農業生産活動に伴う環境への負荷を極力軽減し、本来農業が持つ自然循

環機能を一層発揮することにより、安全安心の農産物消費を求める消費者
の志向に合せた、減農薬減化学肥料の農業生産の取り組みを支援する。  

 
○農業経営基盤強化促進法に基づく指導及び勧告 
    農業経営基盤強化促進法第 27条の規定に基づき、遊休荒廃農地の所有者
に対し農業委員会の指導及び町長の勧告を行い、農地の農業上の利用増進
を図っていく。 

      また、農業委員会を中心に遊休荒廃農地台帳の整備、町内の農地取得希
望調査等を実施し、円滑な流動化を推進する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別紙（特定事業番号４０７） 
 
１  特定事業の名称 
      農家民宿における簡易な消防用設備等の容認事業 
 
２  当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
      信州おぶせ緑のかけ橋特区内の農家で、農家民宿を営もうとする者 
 
３  当該規制の特例措置の適用の開始の日 
      構造改革特区計画認定の日から 
 
４  特定事業の内容 
      施設を設けて人を宿泊させ、都市農村交流事業（主として都市住民が余
暇を利用して農村に滞在しつつ行う農作業の体験、その他農業に対する理
解を深めるための活動）に必要な役務を提供する農家民宿事業を特区内で
行う場合、「誘導灯及び誘導標識」及び「消防機関へ通報する火災報知設備」
の設置については、平成１５年３月２６日付け消防予第９０号消防庁予防
課長通知で定めるガイドラインが適用される。 

 
５  当該規制の特例措置の内容 
（１）規制の特例措置の必要性 
      近年のふるさと志向や自然志向の中で、新しい宿泊形態としての農家民
宿を進めるためには、事業実施に際しての農家の負担軽減が必要である。 

      当該規制の特例措置により、誘導灯及び誘導標識、消防機関へ通報する
火災報知設備の設置について前記ガイドラインが適用され、農家民宿事業
者の負担が軽減されることから、農家民宿事業推進のためには特例措置の
適用は不可欠である。 

 
（２）要件適合性を認めた根拠 
  （ア）誘導灯及び誘導標識について 
        農家民宿等の避難階（建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号） 

第１３条の３第１項）において、①各客室から直接外部に容易に避難で
きる、又は建物に不案内な宿泊者でも各客室から廊下に出れば、夜間で
あっても迷うことなく避難口に到達できること等簡明な経路により容易
に避難口まで避難できること、②農家民宿等の外に避難した者が、当該



農家民宿等の開口部から３メートル以内の部分を通らずに安全な場所へ
避難できること、③農家民宿等において、その従事者が、宿泊者に対し
て避難口等の案内を行うこととしていること、の全ての条件に該当する
場合には、令第２６条の規定にかかわらず、当該避難階における誘導灯
及び誘導標識の設置を要しない、との前記ガイドラインが適用される。 

        本特区で申請する主体すべてにおいて、①各客室から直接外部に容易
に避難できる間取りになっている、②廊下等を通ることで、民宿の開口
部から３メートルよりもさらに奥を通って安全に避難できる、③農家民
宿等の従業員が宿泊者へ避難口の案内を行うものであり、要件を全て満
たしている。 

 
（イ）消防機関へ通報する火災報知設備について 

        消防機関へ通報する火災報知設備の設置を要する農家民宿等において、
①「誘導灯及び誘導標識の設置にかかる条件（５（２）（ア））」を満たし
ていること、②客室が１０室以下であること、③消防機関へ常時通報す
ることができる電話が常時人がいる場所に設置されており、当該電話付
近に通報内容（火災である旨並びに防火対象物の所在地、建物名及び電
話番号の情報その他これに関連する内容とすること。）が明示されること、
の３要件を満たす場合には、令第２３条第３項の規定にかかわらず、当
該農家民宿等における消防機関へ通報する火災報知設備の設置を要しな
い、との前記ガイドラインが適用される。 

        本特区で申請する主体すべてにおいて、①「誘導灯及び誘導標識の設
置にかかる条件(５(２)(ア))」の要件を満たしている、②客室が１０室以
下である、③消防機関へ常時通報することができる電話が常時人のいる
場所に設置されており、当該電話付近に火災である旨並びに防火対象物
の所在地、建物名及び電話番号の情報その他これに関連する内容とする
こと、が通報内容として明示されているものであり、要件を全て満たし
ている。 

 
 
 
 
 
 
 



別紙（特定事業番号１００６） 
 
１  特定事業の名称 
      農地の権利取得後の下限面積要件の特例設定基準の弾力化による 
      農地の利用増進事業 
 
２  当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
      信州おぶせ緑のかけ橋特区内の農地等の権利を取得する者 
 
３  当該規制の特例措置の適用の開始の日 
      構造改革特区計画認定の日から 
 
４  特定事業の内容 

農地法第３条の４（都道府県知事が定める別段面積の基準）の規定にか
かわらず、地方公共団体が構造改革特区計画において定める特区内の土地
の区域内にある農地、又は採草放牧地に関する権利の取得後に権利を有す
る農地の合計面積に係る下限面積を地域の実態に応じて設定でき、新規就
農者の増加と遊休荒廃農地の解消が図られる。 

 
５  当該規制の特例措置の内容 
（１）遊休農地及び効率的利用を図る必要がある農地が相当程度あると判断し
た根拠 

      農業の担い手の減少等により、農業従事者の高齢化（65 歳以上 昭和 55
年 16.3％→平成２年 21.2％→平成 12年 26.4％）や農地の遊休荒廃化（平
成７年 14.3ha・1.7％→平成 12年 25.3ha・3.2％）が進む中【別添資料１】 

    で、遊休荒廃農地の発生割合は、恵まれた立地条件もあり県下でも 14番目
と低い地域ではあるが、増加傾向は続いている。遊休荒廃農地の発生が少
ない内に対策を講じることが最重要であり、現在の発生面積が「相当程度」 

    と認識している。 
 
（２）新たに設定する下限面積の根拠 
      現状の下限面積（５０㌃）、計画の下限面積（１０㌃） 
       第四次小布施町総合計画（H13～22）の中で、基本方針として認定農業 

者の育成の他に、ホビー農家や非農家、消費者にも対応した営農システ 
ムの確立を目指している。 



これを基本として、家庭菜園を行っている人の意見を尊重し、新規就農を
するには 20a 以上では農地の管理が難しい事や、農業委員の意見を参考に、
10㌃が新規に就農しやすい面積であると判断した。 

 
 
（３）「農業上の効率的かつ総合的な利用の確保に支障を生ずるおそれがない」 
      と認めた根拠 
   ①適用区域内及びその周辺地域の農業者の営農及び農地利用 
     小布施町は、【別添２】の土地利用計画により、水田・普通畑・樹園地の
利用計画が示されており、経営耕作面積 765haの内、水田 132ha（17.3％）
普通畑 76ha（9.9％）、果樹 557ha（72.8％）となっている。土壌の特性や
自然災害等を考慮した適地適作が進められており、果樹に適した中央高地
型の内陸性気候であり、りんごやぶどう、もも、栗を主体として水稲や野
菜、花等が栽培されている。 

 
   ②適用区域内及びその周辺地域の農業者の今後の営農及び農地利用に関す
る意向 

     近隣の市町村と比較して認定農業者（128人）も多く、経営計画の目標達
成に向け取り組んでいるところであり、今後も農作物の栽培に適した農地
は農地として保全していく方針であり、農家と非農家の相互理解による共
存共栄を図っていく。 

 
   ③ ①及び②を踏まえた適用区域内及びその周辺地域の営農及び農地利用の

将来の見通し 
 農 家 数 農家人口 平均耕作面積 
平成  2年 1,109戸 

（100％） 
5,272人 
（100％） 

0.82ha 
（100％） 

平成  7年 
1,029戸 
（92.8％） 

4,749人 
（90.1％） 

0.80ha 
（97.6％） 

平成 12年 
976戸 

（88.0％） 
4,377人 
（83.0％） 

0.78ha 
（95.1％） 

     ◎平成 2年から比較しても年々減少傾向をたどっている。 
 
 
 



      小布施町農業基本構想の見直しに当たり平成 12年度末の認定農業者 129
人にアンケート調査を実施し、その中の一部で今後経営規模拡大を望みま
すかの問いに対し、 
①現状のままで優良新種の導入をし品質の向上を行ないたい 86人（66.7％） 
②現状が精一杯である 22人（17.1％） 
③20a～30a位なら増やしてみたい 12人（9.3％） 
④回答無し 9人（6.9％）であり、現状維持が 108人（83.7％） 
の結果が出ている。 
また、平成 15年 1月 31日に認定農業者の満了期限を迎え 2月 1日か

ら再認定申請をした 24名についても 10a～20aの経営規模拡大の人が 7人
（29.1％）、10a～20aの規模縮小が 4人（16.6％）、現状維持で品質の向上
が 13 人（54.1％）であり現状維持及び縮小を図りたい人をあわせると 20
人（83.3％）となっている。 

      新規就農者についても、平成 7年 0人、平成 8年 0人、平成 9年 1人、
平成 10年 7人、平成 11年 1人、平成 12年 0人、平成 13年 4人、平成 14
年 1人であり 8年間の平均は 1.8人／年と少ない。 

 
      平成 14 年度末現在認定農業者は、128 人で平均耕作面積は 1.08ha とな

っている。町では、認定農業者＝担い手農家との認識があり、上記のこと
や、長野県下で樹園地率 1 位の果樹中心地域であり機械化ができにくい特
性から、これ以上経営規模拡大が望めなく、併せて農地流動化や利用集積
もさほど望めない現況を踏まえ、新規就農者が遊休荒廃農地等の権利を取
得し耕作を行なうことにより、雑草の繁茂や病害虫の発生源の解消につな
がるものと期待され、周辺の農地の利用増進に支障を及ぼす恐れはない。 

 
（４）将来的に特例により許可を受ける者の人数（見込み） 

農業の振興及び農地が持つ多面的機能を将来にわたって伝えるためにも、
特例措置の適用は不可欠であり、この特例により農地法第 3 条の許可を受
ける者の人数は、平成 20年度末に 50人を見込んでいる。 

 
 
 
 
 
 


